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制度のご紹介 
新型コロナウィルス感染症に関しては 

さまざまな「助成金」も発表されています 

① 雇用調整助成金の特例措置 
事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、雇用維持を図った場合、休業手当等の 
一部を助成。休業等の初日が、2020 年 1 月 24 日～7 月 23 日までの場合に適用。 

                    https://www.mhlw.go.jp/content/000609091.pdf 
 
② 時間外労働等改善助成金（新型コロナウィルス感染症対策のためのテレワークコース） 
   対象：感染症対策としてテレワークを新規で導入する中小企業事業主 

https://www.mhlw.go.jp/content/11909000/000608839.pdf 
 
③ 小学校休業等対応助成金 
  2020 年 2 月 27 日～3 月 31 日までの間に、保護者として一定の子どもの世話をする 

労働者に、年次有給休暇とは別に賃金全額支給の休暇を与えた場合。 
申請期間は、3 月 18 日～6 月 30 日。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07_00002.html 

 特別利子補給制度  
 
「新型コロナウィルス感染症特別貸付（日本政策金融公庫）」もしくは 
「危機対応融資（商工中金）」により借り入れを行った中小企業者等が対象。 
 
特に影響の大きい事業性のある個人事業主、売上高が急減した事業者に対し、 
利子補給を行う資金繰り支援策。（借入後 当初３年間） 
 

→（要件） ① 個人事業主       要件なし 
         ② 小規模事業者※（法人）  売上高 15％減 
         ③ 中小企業者（①②以外）  売上高 20％減 
 

※ 小規模要件 
製造業、建設業、運輸業、その他 → 従業員 20 名以下 
卸売業、小売業、サービス業   → 従業員 5 名以下 

→→→ 表面［融資]の続き 

 セーフティネット貸付の要件緩和  
 

経済的環境の変化などの外的要因により、一時的に
売上の減少など業況悪化を来しているが、中期的には

その業績が回復し、かつ発展することが見込まれる
中小企業者の経営基盤の強化を支援する融資制度。

 
→  新型コロナウィルス感染症の影響を踏まえ、「売上高 5％減少」といった 

   数値要件に関わらず、今後の影響が見込まれる事業者も含めて融資対象と 
するよう、要件を緩和。 

様々な支援策が、順次決定、発表されております。申請手続きなど、詳細はこれから… 
といった施策もあります。これらの支援が必要と思われる場合は、お問い合わせください。 


